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商
工
会
は 

 

行
き
ま
す 

 
 
 

聞
き
ま
す 

 
 
 
 
 
 

提
案
し
ま
す 

 
 
 
 
 

  ロゴマーク 

 

新
年
明
け
ま
し
て 

 
 

お
め
で
と
う
ご
ざ
い
ま
す 

 

年
頭
の
ご
あ
い
さ
つ 

会
員
事
業
所
の
皆
様
方 

 

新
年 

明
け
ま
し
て 

 
 

お
め
で
と
う
ご
ざ
い
ま
す
。 

  
さ
て
、
昭
和
３
５
年
に
私
た
ち

商
工
会
が
発
足
し
て
今
年
度
で
５

０
周
年
を
迎
え
ま
し
た
が
、
当
初

か
ら
社
会
情
勢
も
大
き
く
変
わ
っ

た
昨
今
、
非
常
に
厳
し
い
状
況
が

続
い
て
い
ま
す
。
少
子
高
齢
化
、

過
疎
化
に
加
え
消
費
動
向
が
大
き

く
変
化
し
た
こ
と
に
よ
り
、
今
日

ま
で
地
域
の
貴
重
な
情
報
交
換
の

場
と
し
て
地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
ー

を
支
え
て
き
て
く
れ
た
小
さ
な
個

店
が
ど
ん
ど
ん
廃
業
し
て
お
り
、

我
々
の
会
員
事
業
所
が
こ
の
よ
う

な
状
態
で
減
っ
て
い
く
こ
と
を
大

変
苦
慮
し
て
い
ま
す
。 

 

私
た
ち
商
工
会
で
は
全
国
統
一

の
取
り
組
み
と
し
て
「
商
工
会
は

行
き
ま
す
、
聞
き
ま
す
、
提
案
し

ま
す
」
を
目
標
に
掲
げ
、
各
事
業

所
へ
出
向
く
巡
回
訪
問
を
進
め
て

い
る
と
こ
ろ
で
す
。 

今
年
も
同
様
、
本
来
の
産
業
振
興

に
か
か
る
相
談
事
業
に
加
え
、
地
域

を
守
る
た
め
の
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
ー
の

維
持
等
に
積
極
的
に
取
り
組
み
、

『
地
域
に
な
く
て
は
な
ら
な
い
商
工

会
』
を
目
指
し
て
役
職
員
一
丸
と

な
っ
て
進
ん
で
参
り
た
い
と
思
っ
て

い
ま
す
。 

 

新
し
い
年
が
皆
様
方
に
と
っ
て
良

い
お
年
で
あ
り
ま
す
よ
う
心
よ
り
御

祈
念
申
し
上
げ
、
新
年
の
ご
挨
拶
と

致
し
ま
す
。 

  

平
成
二
十
三
年 

元
旦 

  
 
 
 

会
長 
上
野
山 

良
彦 

 
 
 
 
 

副
会
長 
前 

 

多
加
夫 

 
 
 
 
 
 
 
 

役 

員 
一 

同 

 
 
 
 
 
 
 

職 

員 

一 
同 

 

有
田
川
町
が
発
注
す
る
左
記
の
こ
と

に
つ
い
て
見
出
し
の
「
競
争
入
札
参
加
資

格
審
査
」
の
申
請
を
し
な
い
と
町
か
ら
事

業
者
に
対
し
て
発
注
に
よ
る
入
札
案
内
が

あ
り
ま
せ
ん
の
で
、
希
望
者
は
必
ず
申
請

し
て
下
さ
い
。 

 

競
争
入
札
に
つ
い
て
は
、
建
設
関
連
事

業
者
の
工
事
等
は
既
に
よ
く
理
解
さ
れ
て

い
ま
す
が
、
消
耗
品
や
備
品
等
を
含
む
物

品
や
役
務
の
提
供
等
に
つ
い
て
も
同
様
で

す
の
で
、
お
間
違
い
の
な
い
よ
う
必
ず
申

請
書
を
提
出
し
て
下
さ
い
。 

 

申
請
等
に
関
し
て
わ
か
ら
な
い
点
等
が

ご
ざ
い
ま
し
た
ら
、
町
総
務
課
管
財
検
査

室(

吉
備
庁
舎)

か
商
工
会
ま
で
お
問
い
合

わ
せ
下
さ
い
。 

□
「
物
品
の
買
入
や
役
務
の
提
供
」 

□
「
建
設
工
事
」 

□
「
設
計
・
測
量
」 

有
田
川
町
の 

競
争
入
札
参
加
資
格
審
査
の 

 
 

 
 

 

届
け
出
を
し
て
下
さ
い
。 



  

 所得税確定申告 ２／１６ ～ ３／１５ 消費税申告期限 ３／３１まで 
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 有田川町の人口  ２８,２05人(▲ 5) 
  商工業者数         １,４６５名 

  うち  会員数       ９００名( ▲６) 
              H22. 12/1現在 ()は前月対比 

 

 ｼﾞｮﾌﾞｶｰﾄﾞ制度助成金活用ｾﾐﾅｰ 『ふるさと祭りin東京ドーム2011』 

日 時 平成23年１月8日(土)～16日(日)     
                 10:00～20:00 
会 場 東京ドーム 

            (東京都文京区後楽１－３) 
 

主 催 全国商工会連合会 

          地域力宣言2010事務局 

               (℡ 03－6226－0545) 
    

日 時：平成23年 １月２５日(水)  13:30～ 

場 所：きびドーム 多目的研修室 

主 催：ｼﾞｮﾌﾞｶｰﾄﾞｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ  

受講料：無 料    

内 容： 

 □ｼﾞｮﾌﾞｶｰﾄﾞ制度の海洋について 

 □有期実習型訓練について 

 □技能検定について 

 □企業の労務管理について 

そろそろ和歌山へ行ってみようキャンペーン  
 オープニングイベント 1/14(金)   

首都圏大規模キャンペーンの開催   
平成23年１月14日(金)～31日(月)  

 １月後半の２週間、和歌山ＡＤトレイン(ＪＲ山手線広告 

貸切電車)の運行をシンボルとして山手線を中心に各種ＰＲ 

イベントを実施するほか、期間中各マスコミ媒体での和歌

山情報の露出を集中させることにより、首都圏でのＰＲイ

ベントと連携した相乗効果の高いキャンペーンを和歌山県

主催で行います。 

 わが商工会も、このオープニングイベントに参加し、当

町の特産品をＰＲしてきます。 

 首都圏のマスコミ、旅行

エージェント、百貨店のバイ

ヤー等の関係者３００名に和

歌山の魅力を披露するプレゼ

ンテーションを開催  
 

場所：六本木アカデミーヒルズ 
    ４０Ｆ  

  第４回 ［近畿ブロック］ 

「ものづくり日本大賞」 
      開催記念講演会＆説明

会 

１／１４(金) 大阪会場３００名  
  境商工会議所／大会議室 
 
 

１／１８(火) 京都会場２００名 
  メルパルク京都／会議室Ａ 
 
 

１／２７(木) 兵庫会場２００名 
  尼崎市中小企業センター 
         ／多目的ホール 
  いずれも 14:00～16:30 

  「ものづくり日本大賞へのチャレンジ 

      －その意義と効用－ 

 「ものづくり日本大賞」に応募すること、 

       受賞すること 

  前審査委員長 受賞者による講演 



日   時：２月３日(木)・４日(金)  
        10:00 ～ 16:30 
場  所：和歌山県立情報交流センター 

     Ｂｉｇ－Ｕ 研修室２ 

定 員：３０名 

内 容：ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ型式による実践的な講座 

相談料：無  料   

主 催：和歌山県 

申 込：H23  １／１９(水) FAXにて 

   

日   時：１月１９日(水)   13:30～16:00   
場  所：和歌山県民文化会館 中会議室  

内 容：Ⅰ「ヨーロッパのマーケット情報」 

     Ⅱ ｢アメリカのマーケット情報｣ 

     Ⅲ ｢その他 連絡事項｣ 

参 加：H23.  １／１１(火)まで 
      和歌山県食品流通課 FAXにて 

主 催：和歌山県、和歌山県農水産物・加工食品輸出促進協議会 

－当会以外のセミナー等のご案内(詳しくは商工会まで)－ 

 

   必ずチェック 最低賃金 … 使用者も 労働者も！ 
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  和歌山県最低賃金 発効日:10月29日 

     ６８４円 

   １月の窓口相談日・講習会のご案内 

金 融 相 談  夜 間 経 営 相 談  

日   時：1月１１日(火)  14:00～16:00 

場  所：商工会館(本所､金屋・清水各支所) 

相談員：経営指導員 

相談内容：運転・設備資金の相談 

     資金繰り等に関する相談 他  

日   時：1月１１日(火)  18:00～19:30 

場  所：商工会館(本所、金屋・清水各支所) 

相談員：経営指導員 

相談内容：経営・税務・経営・労働・取引 

    その他 何でもご相談下さい。  

 【金融相談会】  第２火曜日    【定期相談会】毎月第２火曜日 

事業継続計画(BCP)策定支援講座  和歌山県農水産物・加工食品輸出促進セミナー 

希望者に 個別商談会  (午前中10:00～12:00) 

日 時：平成23年 １月２１日(金)  14:00～ 

場 所：和歌山地場産業振興ｾﾝﾀｰ 会議室 
テーマ：「バイヤーを説得する交渉戦略」 

主 催：(財)和歌山地場産業振興センター    

講 師：正岡ﾏｰｹｯﾃｨﾝｸﾞﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ 

     代表 正 岡 幹 之 氏 

受講無料料：「無料」無料 

申込み：(財)和歌山地場産業振興センター 

      

 販路開拓支援セミナー  ｾｶﾝﾄﾞﾗｲﾌの準備ﾏﾆｭｱﾙ  

 最低賃金は常用労働者のみでなく 

    臨時・パートも適用されます。 

  鉄鋼業           ７９３円   

   百貨店・総合スーパー      ７４１円 

 

業 

種 

別 

日 時：平成23年 ２月２６日(土)  13:30～ 

場 所：和歌山市 ビッグ愛 601号室 
テーマ：「バイヤーを説得する交渉戦略」 

主 催：(財)和歌山地場産業振興センター    

講 師：社会保険労務士 南 公平氏 

    ﾌｧｲﾅﾝｼｬﾙﾌﾟﾗﾝﾅｰ 須原光生氏  

受講料：無 料 

申 込：H23.  １／２３(土) ＦＡＸにて 
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編 

集 

後 

記 

 

師
走
押
し
迫
り
、
今
年
も
残

す
と
こ
ろ
あ
と
わ
ず
か
と
な
り

ま
し
た
。 

 

高
い
失
業
率
で
リ
ス
ト
ラ
不

安
に
お
か
れ
た
国
民
の
清
貧
な

る
暮
ら
し
ぶ
り
に
よ
る
消
費
の

低
迷
、
日
本
の
ト
ッ
プ
企
業
ト

ヨ
タ
の
失
速
等
、
ど
こ
を
見
て

も
明
る
い
材
料
は
な
い
で
す

が
、
企
業
は
迷
走
す
る
政
府
に

頼
っ
て
い
る
わ
け
に
は
い
か
な

い
。
何
と
し
て
も
生
き
残
り
ら

な
け
れ
ば･

･
･
 

 
 

会
員
の
皆
様
の
ご
繁
栄
、
ご

多
幸
を
お
祈
り
申
し
上
げ
ま

す
。 

平成22年工業統計調査にご協力を! 
 経済産業省では、平成２２年工業統計調査を平成２２年１２月 

３１日現在で実施されます。この統計調査は、我が国の製造業の

実態を明らかにするもので「製造業の国勢調査」ともいわれてい

ます。この調査結果は、経済産業省は基より政府が実施する各種

行政施策、企業、大学などでの研究資料、小・中・高等学校等の

教材に広く利用されますので、ぜひご協力をお願いします。   

「小 規 模 企 業 共

   経営者の退職金制度！ 

 小規模企業共済とは－ 
   小規模企業の個人事業主または、会社等の 

 役員が事業をやめられたり退職されたりした 

  場合、生活の安定や事業の再建を図るための 

  資金をあらかじめ準備しておく共済制度で、 

  税制面のメリットが大きい。 

 ○掛金は、全額所得控除 

 ○共済金は 退職金扱い or 公的年金等の雑所得扱い 

 

平
成
二
十
二
年
十
二
月
、
金
融
庁
は

中
小
・
零
細
事
業
者
の
資
金
繰
り
等
が

厳
し
い
、
深
刻
な
現
下
の
経
済
情
勢
を

考
慮
し
「
中
小
企
業
金
融
円
滑
化
法
」

の
期
限
を
一
年
延
長
す
る
こ
と
を
発
表

し
ま
し
た
。 

 

商
工
会
と
致
し
ま
し
て
も
、
年
末
左

記
の
二
日
間
こ
れ
ら
の
相
談
等
に
対
応

す
べ
く
職
員
を
配
置
し
ま
す
の
で
お
気

軽
に
来
所
、
ご
相
談
下
さ
い
。 

 
  

  
日
程 

十
二
月
二
十
九
日(

水) 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

三
十
日 

＊
＊
緊
急
窓
口
相
談
＊
＊ 

 

年
末
・
年
始
の
商
工
会
業
務
に

つ
い
て
、
左
記
の
と
お
り
休
業
さ

せ
て
頂
き
ま
す
。
新
年
も
ど
う
か

よ
ろ
し
く
お
願
い
致
し
ま
す
。 

  

十
二
月
三
十
一
日(

金) 

 
 

 
 

～
一
月 

三
日(

月) 

 
 
 

<

四
日
か
ら
通
常
業
務>

 

 

年
末
・年
始
の
業
務 

「
源
泉
徴
収
税
の
年
末
調
整
」 

「
平
成
２
２
年
分
所
得
税
の
決
算
・ 

 

申
告
」
始
ま
り
ま
す
！ 

 

年
末
調
整
に
よ
る
「
源
泉
所
得
税
」

の
納
付
時
期
が
年
明
け
早
々
に
迫
っ
て

い
ま
す
。 

 

ま
た
、
平
成
２
２
年
分
所
得
税
の
確

定
申
告
時
期
も
年
明
け
後
、
間
も
な
く

始
ま
り
ま
す
。 

 

決
算
事
務
等
、
い
や
な
こ
と
で
す
が

早
々
に
始
め
ら
れ
、
早
い
内
に
余
裕
を

も
っ
て
行
え
る
よ
う
準
備
し
て
下
さ

い
。 

 

  「中小企業退職金共

中小企業の退職金を国がサポート！ 

中小企業退職金共済制度(略称：中退金)とは－ 
  昭和34年に国の中小企業対策としの一環とし  

 て制定され、中小・零細企業において単独では 

 退職金制度をもつことが困難である実情を考慮 

 して中小企業者の相互扶助の精神と国の援助で 

 中小企業の従業員の福祉の増進と雇用の安定を  

 図ることを目的とした共済制度。 

 ○有利な国の掛金    助成掛金は非課税  

 国の共済制度 


